
































































































移転型｣(強い譲渡担保)の両態様があるとしてお り､大判大正13年12月24日 (民集 3巻555貫)5は後
者の立場 を採用 している｡
最高裁になってか らは､ しばらくは従来の法的構成が採用 されていたが､昭和40年代に入って､仮
登記担保に関する殺-小判昭和42年11月16日 (民集21巻9号2930頁)6以来の一連の判例の影響を受け､




判決日(掲載文献) 事 実 の 概 要 判 El
(∋叔二′ト判昭 ｢Yが本件機械に対 して有する権利は､いわゆる処分酒井
和4:弊3月8日 当権 (工場抵当権)を設定 し 型の譲渡担保権であるというのであるから､担保のEl的を
(裁判 兆 民90た以前に本件綴枚に譲渡担保 こえで所有権 を主張 しえない｣が､｢処分措辞型の譲渡担






日 (民兆27巻 が した不動産取得税の賦課処 転の形式による不動産の取得のすべての場合を含むものと
























日 (裁判集民 代表者が行方不明となり倒産 物件の換価処分権能を取得したものというべきであるから
124号127頁 )したなどの状況下で､Yが弁 Yらの右物件の売却処分行為を不法行為であるということ















号229頁)★ 訴えを捷起した事案 (譲渡担保権者に第三者異議が認められるか)o ものと解すべきである｣(上記④判例を路線)○
⑥政一小判昭 xがAとの間で､構成部分の ｢債権者と俄務者との間に...災合物をE]的とする譲渡担保
和62年11月10変動する非合動産を目的とす 棟設定契約が締結され-債務者が右処合物の構成部分とし
日 (民狐41巻 る典合物譲渡担保設定契約を て現に存在する動産の占有を取得した場合には､依権者は





























判決日(掲載文献) 事 実 の 概 要 判決要旨
⑨毅-小判昭 会社Aがその財産をXに対し ｢本件物件の所有権は､訴外AとX間の譲渡担保契約に基
和41年4月28 づき､Xに移転していたが､右所有権の移転は確定的なも































⑫屯三′ト利昭 Xが競落によって取得 した土 ｢譲渡担保は依椎担保のために目的物件の所有権を移転す
和57年 9月28地の所有権に基づき､権原な るものであるが､右所有権移転の効力は債権担保の目的を
E](裁判兆民 く右土地上に建物を所有して 達するのに必要な範囲内においてのみ認められるのであっ



















成 5年 2月26走者Yが別個に同一目的不動 るのに必要な範囲内においてのみ日的不動産の所有権移転









































★ 産した後に､本件商品の諭渡担保権に基づく物上代位として､AのBに対する本件商品の売買代金倍権の差押えを申し立てたY し､破産管財人Xがこれを不服として執行抗告を申し立てた事案o であつても異なるところはないと解するのが相当である｣o
⑱hli三小判平 貸付けに係る債権について､ ｢真正な買戻特約付売買契約においでは､売主は､買戻し
成18年 2月7Yとの間でY所有の本件土地 の期間内に買主が支払った代金及び契約の社用を返還する
日 (民ij主60巻 建物について買戻特約付売買 ことができなければ､日的不動産を取り戻すことができな







































7 河冶衣典 ｢判解 (-piZ吹⑲判例)｣値判解説民平成11年度449頁o
b 道垣内弘人 r担院物権法 〔爪3版〕1300頁 (有斐臥 208年)O

























学説の多くは.(2偶 と(31説をあわせて ｢担保的偶成｣と考える (米倉明 ｢譲渡担保の法的偶成｣r担保法の研死｣57ri'I(節
iTtI'出版､1997年).遡垣内 fl;J指圧(8)299Ttなど)oLかし､外縦的には所和様移転がなされていることから､(2悦 を所有佃的
tlVi成の一･棟と考えるへさとする見解も存在する (.rふ谷部茂 ｢不動延消波P_保の認定と効力｣NBLB49号30rfl(2∝)7年)).
肌習法上の物確の可否については物件法上､†空き順 がある (道垣内 前掲注は)301‡Ⅰ)｡
四Ef和夫 ｢書東涯才員探｣r総合判例研究叢fAtl〔谷rl加平=有束宇宿〕70rf1-(有斐捌､1962年)O
鈴木禄弥 r物的担保別TiEの分化J480pff(創文社､1992年)O
川井性 rA=果物総統1244ff､12訂 偶 林弓lF院､1975年)a
152
r叫l事l火･7=人′j:院社会文化科学研究科紀要範28'･;-(200911)




















(2) 所有権移転的構成および (3) 担保権的構成では,所有権は債権者に ｢完全｣には移転してい
ないため､後順位譲渡担保権者が存在する余地が出てくる｡なお､上記I)で紹介 した ｢所有権移転｣
登記の原因欄に登記がなされている不動産譲渡担保に措井苑務を課 している判例は (2) 所有権移転
的構成を採用 していると考えられる｡










































































































































設定名留保稚説 (所-JT掩移転的偶成)を探Frlする迅Jil的教授は後Irl位的促陣の成立を否′としている (迫垣内 IFJ;ljtui-:(8)312
頁)｡
渡部兄 ｢判批 (平成18年滋flJ)｣金法1795弓56Tf(207年)､河冶 L机描控(7持51Lt｡




































Ir胤代rir｢競 市小法典折9h7の改jTJについて｣IMES DlscusslonPaperISenes98-弓7頁 (1998年)0
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